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 助成の目的  

市内の町会等が行う狛江のまちづくり及び地域社会づくりに資する活動や事業に対し市が財政支援を行

い、町会等の組織化、育成及びコミュニティ活動が活性化することを目的とします。 

 

助成の種類  

（１）連絡事務助成金 

連絡事務助成金は、市と町会等及び町会等内の連絡事務に要する経費として、世帯数に応じた金額

を限度に交付します。 

 

（２）事業助成金 

町会等が行う事業に要する経費を交付します。（対象事業、対象経費、限度額、限度事業数あり） 

 

（３）掲示板設置等助成金 

町会等が掲示板を新設、建替、撤去又は修繕に要する経費を交付します。 

（対象経費、限度額あり） 

 

（４）※新規 課題解決事業助成金 

町会等が行う「加入促進や担い手確保に資する事業」及び「デジタル活用に関する事業」に要する

経費を交付します。（対象事業、対象経費、限度額あり。年度内に１事業申請可能） 

 

（５）設立準備会助成金 

新しい町会等の設立のために立ち上げられた設立準備会に対し、町会等の設立のための事務及び会

議等に要する経費として、10万円を限度に交付します。 

 

（６）狛江市町会・自治会連合会助成金 

狛江市町会・自治会連合会の運営に要する経費（物品購入費、印刷製本費、通信運搬費、会場使用料、

保険料、謝礼金及び東京都町会連合会会費）として、各年度において１５万円を限度に助成します。 

 

助成対象団体 

  市に対して設立を届け出ている町会等が対象です（設立準備会、連合会は除く）。設立時は、以下の書

類を提出してください。 

＜設立時提出書類＞  

①町会等設立届（様式第1 号） 

②設立総会の議事録 

③町会等の会則 

④町会等の区域図 

⑤役員名簿 

⑥会員名簿 

⑦本年度事業計画書及び収支予算書 

⑧その他市長が特に必要と認めるもの 

１．コミュニティ活動活性化助成金とは？ 
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（１）助成の対象 

市と町会等及び町会等内の連絡事務に要する消耗品購入費、印刷製本費及び通信運搬費および会議等に

係る会場使用料に対して助成します。 

 

（２）助成の額 

  団体の世帯数により下表の金額を限度として交付します。 

団体の世帯数 助成の限度額 

500 未満 5,000 円 

500 以上 1,000 未満 10,000 円 

1,000 以上3,000 未満 15,000 円 

3,000 以上 20,000 円 

※世帯数の基準日は、当該年度の４月１日となります。 

 

 

 

 

（１）助成の対象事業 

助成対象となる事業は、以下の３つの条件を全て満たす事業です。 

 

①年度内(４月１日から翌３月 31日)の事業で、交付決定日以降に実施される事業 

※団体の年度基準日が異なる場合も、当該年度の４月１日から翌３月31日までに行った事業が対象となります。 

 

②町会等が行う次のいずれかに当てはまる事業  

１．福祉に関する事業 

２．環境衛生に関する事業 

３．文化に関する事業 

４．親睦に関する事業 

５．交通安全及び防犯、防災に関する事業（※） 

６．広報及び広聴に関する事業 

７．その他狛江のまちづくり及び地域社会づくりに資する活動の増進に関すると認められる事業 

☆新しい事業である必要はありません。毎年恒例の事業でも助成申請可能です。 

 

③単年度で完了する事業 

２．連絡事務助成金について 

２．連絡事務助成金について 

 

２．連絡事務助成金について 

 

３．事業助成金について 

２．連絡事務助成金について 

 

２．連絡事務助成金について 

 

※調布市交通安全協会、調布地区防犯協会狛江支部連合会、狛江市防災会等の狛江市

で実施している助成金等を交付されている(あるいは助成金等の交付予定がある)事業

と、同種類の事業(例：開催場所・開催時間等が違うだけで、内容は同じ)については、

この助成金の助成対象にはなりません。交通安全、防犯及び防災に関する事業では、

事業計画書の目的欄に「防災活動助成金を受けているが、防災会とは別の○○町会独

自の事業である」と記入してください。 
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《事業の種類・助成対象経費等の例 》 

 

 

《対象とならない経費の例 》 

 

 

 

 

事業の種類 事業内容（参考） 助成対象経費 

(１)福祉に関する事業 

・市内で行う高齢者、子ども、障

がい者等を対象とした事業 

・市内で行う高齢者、子ども又は

障がい者等を対象とした福祉

活動 

会場使用料、テント及び音響機器等の備品

購入費、賞品及び記念品等購入費、印刷製

本費、報償費、保険料、消耗品購入費等 

(2)環境衛生に関する事業 

・美化活動 

・緑化推進活動 

・地域環境整備活動等の環境 

衛生活動 

手袋、ゴミ袋、種苗及び肥料等の消耗品購

入費、用具等の備品購入費、印刷製本費、

講師謝礼金、講習会等の会場使用料、報償

費、保険料等 

(3)文化に関する事業 

・講演会  

・音楽会 

・学習会等の文化活動 

講師謝礼金、講習会等の会場使用料、印刷

製本費、報償費、消耗品購入費等 

(4)親睦に関する事業 

※1,000 世帯未満  

⇒１事業まで 

1,000 世帯以上 

⇒２事業まで 

・会員世帯及び区域世帯を対 

象とした交流事業等 

会場使用料、テント及び音響機器等の賃借

料、賞品及び記念品等購入費、印刷製本費、

バス借上代、報償費、保険料、施設入館料、

消耗品購入費等 

(5)交通安全、防犯及び 

防災に関する事業 

・交通安全及び防犯、防災を 

目的とした活動等 

備品購入費、印刷製本費、講師謝礼金、講

習会等の会場使用料、報償費、消耗品購入

費等 

(6)広報及び広聴に 

関する事業 

・掲示板及び回覧板等を使用 

した広報活動 

・広報誌の発行 

・住民意識調査等の広聴活動等 

用紙等の消耗品購入費、掲示板等の備品購

入費、印刷製本費、ホームページ作成費等  

・事務所の家賃や光熱水費            ・事務局員の人件費     ・町会等構成員に支払う講師等の謝礼        

・会議の茶菓子代                ・慰労会費         ・慶弔費の給付に関する事業 

・関連団体への助成金                                      ・助成対象事業以外に使用される経費 

・祭りで模擬店販売を行う場合の仕入れ経費             ・講演会参加者への茶菓子代 

・ビンゴ大会等での高額な賞品（大量のお菓子、おもちゃなど）   ・税金の支払など 

・料理教室等の事業に使用する食材等の経費以外の飲食に係る経費 

・予算決算の印刷等経常的な事務（連絡事務助成金の対象になるため） 

・アルコール類 

※詳しくは担当までご相談ください。 
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（２）１団体あたりの助成の限度 

当該団体に属する世帯数 事業数 １団体助成限度額（円） 

500 未満 2  60,000 

500 以上 1,000 未満 3 120,000 

1,000 以上3,000 未満 4 200,000 

3,000 以上 5 250,000 

※世帯数の基準日は、当該年度の４月１日となります。 

 

（３）１事業あたりの助成の限度 

事業の種類 当該団体に属する世帯数 １事業助成限度額（円） 

(１)福祉に関する事業 

(３)文化に関する事業 

(４)親睦に関する事業 

(６)広報及び広聴に関する事業 

(７)その他の事業 

500 未満 30,000 

500 以上 1,000 未満 40,000 

1,000 以上 50,000 

(2)環境衛生に関する事業 

(5)交通安全、防犯及び防災に関する事

業 

500 未満 40,000 

500 以上 1,000 未満 60,000 

1,000 以上 75,000 

※事業数のうち、対象事業「(4)親睦に関する事業」は、1,000世帯未満の町会等は 1事業まで、1,000

世帯以上の町会等は２事業までとなります。 

 

 

 

 

（１）助成の対象 

町会等に対し、掲示板を新設、建替、撤去又は修繕に係る掲示板本体、部品購入費、工事費、廃棄費及び

手数料を助成。（設置場所に係る賃借料、町会等構成員に支払う経費は除きます） 

※看板・掲示板等の設置にあたっては関係課への手続きが必要な場合がございますので、事前に地域活性課へご相

談ください。 

 

（２）助成の額 

掲示板１基につき 10万円を限度として、経費の２分の１以内の額。ただし、交付額に 1,000 円未満の端

数が生じた場合は、これを切捨てた額とします。 

飲食物に関する経費例 

 １．もちつき大会等の事業で作りふるまう飲食物は、料理教室等の事業において使用する食

材等の経費にあたり助成の対象になります。 

 ２．清掃活動等の参加者への茶菓子の配布は、参加賞と考えられ、報償費の経費にあたるた

め助成の対象となります。また、その茶菓子の金額は、数百円程度になるようにしてくだ

さい。 

 

 

４.掲示板設置等助成金について 

２．連絡事務助成金について 

 

２．連絡事務助成金について 

 



5 

 

 

 

 

（１）助成の対象 

町会等の共通課題である「加入促進や担い手確保に資する事業」及び「デジタル活用に関する事業」に要

する経費を交付します。（対象事業、対象経費、限度額あり。年度内に１事業申請可能） 

 

《事業の種類・助成対象経費等の例 》 

 

《対象とならない経費の例 》 

・３ページの《対象とならない経費の例》に加えて、次ページのとおりです。 

事業の種類 事業内容（参考） 助成対象経費項目 助成対象経費内容 

(１）町会等へ

の加入促

進や担い

手確保に

資する事

業 

 

 

町会等の活動内容の

周知活動や、未加入者

への加入促進を目的

とした意欲的な事業

の実施を通じて、町会

等への加入促進及び

担い手の確保を目指

す事業 

報償費 講師、外部専門家及び出演団体に対する謝礼等 

役務費 

通信運搬費（郵送料）、広告掲載料、保険料（損

害保険、イベント保険等）、道路使用許可手数料、

振込手数料等 

需用費 消耗品、材料費、印刷経費等 

委託料 イベント設営、運営及び撤去委託経費等 

使用料及び賃借料 会場使用料、貸与物品類の賃料等 

備品購入費 事業実施に直接必要な備品等 

旅費交通費 他町会事業の視察や研究にかかる旅費等 

その他事業遂行に必要かつ正当な経費で市長が認めるもの 

(２)デジタル

活用に関

する事業 

町会等がデジタルツ

ールを活用して行う

役員等の負担軽減や、

活動の見える化を充

実するための情報発

信の強化、活動の魅力

向上に資する事業 

報償費 講師、外部専門家及び出演団体に対する謝礼等 

役務費 アプリやｗｅｂサービスの利用料及び改修費、町

会等の集金を行うサービスの利用に伴う決済手

数料や振込手数料、広告掲載料等 

委託料 町会等の運営するｗｅｂサイトの構築委託、ＳＮ

Ｓの運営委託、ｗｅｂサイトやＳＮＳの改修にか

かる委託等 

使用料及び賃借料 デジタル化にかかる講習会等の会場使用料、タブ

レットやポケットＷｉ－Ｆｉ等貸与物品類の賃

料等 

備品購入費 事業実施に直接必要な備品等 

旅費交通費 他町会事業の視察や研究にかかる旅費等 

その他事業遂行に必要かつ正当な経費で市長が認めるもの 

５. 課題解決事業助成金について 

２．連絡事務助成金について 

 

２．連絡事務助成金について 
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（２）助成の額 

７万５,000 円を限度として、経費の 10分の 10 の額。 

 

（３）申請及び報告時の注意事項 

①  課題解決事業助成金を申請する際には、「課題解決事業助成金対象事業計画書（様式第 4号）」の提出

が必要です。加入促進や担い手確保に資する事業の場合は、具体的な数値目標など、事業実施後のより具体

的な成果目標が分かるように記載してください。 

 

② 課題解決事業助成金の交付を受けた町会等は、「コミュニティ活動活性化助成金実績報告書（様式第８

号）」に加えて、「課題解決事業助成金対象事業報告書（様式第 10 号）」の提出が必要です。加入促進や担

い手確保に資する事業の場合は、数値的な成果を記載するなど、より具体的な成果が分かるように記載して

ください。 

 

③ 課題解決事業助成金の「加入促進や担い手確保」及び「デジタル活用」は、各町会等が共通して抱える

課題です。この助成メニューは、町会等の自発的な挑戦を支援することを目的としています。事業の実施

報告を連絡会等で共有し、取組事例を他の町会等に共有するよう努めてください。 

 

 

 

 

（１）助成の対象 

新しい町会等の設立のために立ち上げられた設立準備会に対し、町会等の設立のための事務及び会議等に

要する消耗品購入費、印刷製本費、通信運搬費及び会場使用料を助成。   

 

（２）助成の額 

10 万円を限度に１年間に限り助成。 

 

 

 

（１）助成の対象 

狛江市町会・自治会連合会に対し、狛江市町会・自治会連合会の運営に要する物品購入費、印刷製本費、通

信運搬費、会場使用料、保険料、謝礼金及び東京都町会連合会会費を助成。 

 

（２）助成の額 

各年度において１５万円を限度に助成。 

 

 

６.設立準備会助成金について 

２．連絡事務助成金について 

 

２．連絡事務助成金について 

 

７.狛江市町会・自治会連合会助成金について 

２．連絡事務助成金について 

 

２．連絡事務助成金について 

 

《対象とならない経費 》 

◆町会・自治会活動での利用と、個人利用とを分けられないもの。 

 （例）個人宅のインターネット回線工事費、月額利用料、電話回線利用料 等 

◆デジタル活用について、活動のデジタル化に直接結びつくとは言えない経費 

 （例）パソコン用机など 
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（１）申請 

助成金交付を希望する町会等は、事業開始(事業経費の発生する日)の２週間前までに地域活性課へ

以下の書類を提出してください。  

助成金種類 必要書類（下記一覧を参照） 

連絡事務助成金 ①、②、③、④、⑪ 

事業助成金 ①、②、③、④、⑤、⑥、⑪ 

掲示板設置等助成金 ①、⑦、⑧、⑪ 

課題解決事業助成金 ①、②、③、④、⑨、⑩、⑪ 

   ※設立準備会助成金、連合会助成金については、地域活性課までお問い合わせください。 

（必要書類一覧） 

①コミュニティ活動活性化助成金交付申請書（様式第２号） 

②4 月 1 日現在の町会等会員名簿または会員数(世帯数)を明らかにできるもの（任意様式） 

③町会等の前年度活動報告書及び収支決算書（任意様式） 

④町会等の本年度活動計画書及び収支予算書（任意様式） 

⑤コミュニティ活動活性化助成金事業助成金対象事業明細書（様式第 3号） 

⑥助成申請をする事業の事業計画書及び収支予算書（任意様式） 

⑦掲示板の設置箇所図、及び施工前の写真 

⑧見積書 

⑨課題解決事業助成金対象事業計画書（様式第４号） 

⑩課題解決事業助成金事業の収支予算書（任意様式） 

⑪その他参考となる書類 

※書類は地域活性課でチェックし、不備がある場合は再提出していただきます。 

 

（２）交付決定及び助成金請求 

申請書類を地域活性課で審査後、コミュニティ活動活性化助成金(交付・不交付)決定通知書を送付

します。交付決定を受けましたら、コミュニティ活動活性化助成金請求書を提出してください。 

 

（３）交付 

コミュニティ活動活性化助成金請求書の内容を確認次第、指定の銀行口座へ助成金を振り込みます。

事務処理上決定から交付まで２週間程度かかります。 

 

（４）助成事業の変更等の報告 

事業の実施内容等が大幅に変更となりそうな場合、事業中止となった場合は、早めに地域活性課ま

で報告してください。なお、地域活性課から進行状況等を伺うこともあります。 

 

（５）実績報告 

助成金の交付を受けた町会等は、申請された最後の事業の終了後１ヵ月以内に地域活性課へ次の書

類を提出してください。また、必要に応じて別途資料の提出をお願いする場合があります。 

・コミュニティ活動活性化助成金実績報告書（様式第９号） 

・領収書及び明細書等、支出が確認できるものの写し（コピー可） 

・事業の報告書及び収支決算書（任意様式） 

・パンフレット・チラシ等（作成した場合） 

・施工写真（掲示板設置等助成のみ） 

・コミュニティ活動活性化助成金課題解決事業助成金対象事業報告書（様式第 10 号）及び収支決算

書（任意様式）（課題解決事業助成のみ） 

８.申請の手順 

２．連絡事務助成金について 

 

２．連絡事務助成金について 
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（６）金額の確定及び精算 

コミュニティ活動活性化助成金実績報告書の内容を審査し、交付すべき助成金額を確定し、コミュニティ

活動活性化助成金額確定通知書を町会等に通知します。「助成金が余った」、「助成事業と全く関係のないも

のに助成金を使用した」等、交付した助成金の精算が必要となった場合は、助成金確定通知書とともに精算

すべき金額が記載された納付書を町会等へ送付しますので、指定された金融機関で返還手続きを行ってくだ

さい。 

＜領収書の注意事項＞ 

領収書は以下の①～⑤の内容を全て満たす必要があります。 

①日付 

領収書の日付が事業期間内であること。 

※事業期間内とは・・・ 

交付決定日（決定通知書の日付）～事業完了日（最後の精算等が終わった日） 

※遅くとも該当年度の3 月 31 日まで 

②宛名 

宛名が正確な申請団体名（町会・自治会名）であること。 

③但し書き 

金額及び支出内容が分かる但し書き（単価×数量）が記載されていること。 

※領収書に但し書き（単価×数量）が書き切れない場合は、「○○一式」「○○用品」と記載

し、別紙でレシート、納品書、請求書等で内訳がわかるものの写しを添付のこと。 

④発行元 

領収書発行会社または担当者の印が押されていること。 

⑤講師謝礼 

講師等に謝礼を払った場合は領収書に講師住所、氏名、印鑑の押印があること。 

その他 

◆レシート、納品書、計算書は領収書としては認められません。 

◆ポイントカードやポイント付与のあるクレジットカード等を利用した場合は、ポイント分

を差し引いた額を助成対象経費とします。必ず、ポイント数が明示された領収書・レシート

を添付してください。ポイント発生数が明記されていないクレジットカードやコード決裁等

で支払いした分は、一律で助成対象額を 1%差し引いた金額として計上してください。 

◆インターネットで購入する場合は、上記の内容を満たした領収書が発行できること、請求

書等の内訳が分かるものを発行できることを事前に確認し、ご利用ください。 

◆事業対象外の経費として報告書に記載する場合も、必ず領収書を添付してください。 

＜実績報告時の注意事項＞ 

・ご提出いただいた書類は、プリンターでスキャンして、電子決裁手続きをおこなっています。その

ため、書類をまとめる際は、ホッチキスを使用せず、クリップ等をご使用ください。 
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＜事業内容の変更＞ 

  交付決定後に事業の一部に変更が生じる場合は、必ず事前に地域活性課へご相談ください。変更が認め

られる場合は、コミュニティ活動活性化助成金事業内容変更届（様式第 6号）をご提出いただきます。 

※軽微な変更は除く。 

 

●対象事業自体の変更はできません。事業を実施する上で必要な変更のみ対象となります。 

●助成対象外経費については、提出の必要はありません。 

 

（例 1）購入数が変更になった場合 

変更内容 ポスター印刷代の支出  事業名 音楽会  

金

額 

申請額 （単価）300 円 × （個数）100   個 ＝ （合計金額）   30,000 円 

実績報告額 （単価）250 円 × （個数）200   個 ＝ （合計金額）   50,000 円 

変更理由 
 イベントの規模を拡大することになり、より多くの人に参加をＰＲするため、ポスターの印刷

枚数を追加する。それに伴い、単価が変更となる。 

 

（例 2）新たに支出することになった場合 

変更内容 地図代の支出 事業名 防災訓練 

金

額 

申請額 （単価）0 円 × （個数）0   個 ＝ （合計金額）   0 円 

実績報告額 （単価）15,000 円 × （個数）１   個 ＝ （合計金額）   15,000 円 

変更理由 

 防災訓練で使用する防災マップの作成のため、当初は町会が所有している住宅地図を使

用する予定であった。しかし、作成に当たって、地図の内容が古いことが判明し、最新の地図

が必要となったため、購入する。 

 

（例 3）支出をしなくなった場合 

変更内容 肥料代の未支出 事業名 公園美化 

金

額 

申請額 （単価）5,000 円 × （個数）1   個 ＝ （合計金額）   5,000 円 

実績報告額 （単価）0 円 × （個数）0   個 ＝ （合計金額）      0 円 

変更理由 町会の会員が持ち寄り、購入が不要となったため。 

 

＜代表者の変更＞ 

  交付決定後に団体の代表者等に変更があった場合は、コミュニティ活動活性化助成金代表者変更届（様

式第7号）を地域活性課へ提出してください。 

 

９．事業内容・代表者の変更について 

 

２．連絡事務助成金について 

 



10 

 

 
 

 

 

① 助成金交付申請  

 

 

 

② 助成金交付決定  

 

 

 

③ 助成金請求  

 

 

 

④ 助成金交付  

 

 

 

（事業内容変更届・代表者変更届） 

                  

 

事業実施 
⑤ 助成事業の変更等の報告 

 

 

 

 

⑥ 実績報告 事業終了から1ヵ月以内 

 

 

 

 ⑦金額の確定、精算金納付書の送付 

 

 

 

⑧ 精算金の納付 

町
会
等 

狛
江
市
地
域
活
性
課 

10．助成の流れ 

 

２．連絡事務助成金について 
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（１）交付申請書（様式第 2 号） 

 

記入例 200 世帯の場合 

 

様式第２号（第９条関係） 

令和△年 △ 月 △ 日    

 

狛江市長 宛て 

 

所在地 狛江市○○○ △丁目△番△号 

申請者  団体名 ○○○○町会 

代表者 会長 ○○ ○○       

 

 

コミュニティ活動活性化助成金交付申請書 

 

 

 令和△年度狛江市コミュニティ活動活性化助成金の交付を受けたいので、狛江市コミュニティ 

活動活性化助成金交付要綱第９条第１項・第２項・第３項・第４項・第５項の規定により、 

次のとおり申請いたします。 

 

１ 申請額合計        １００,０００   円 

 

 

２ 申請額算出内訳 

  ☑ (１) 連絡事務助成金         ５,０００  円 

 

☑ (２) 事業助成金            ５５,０００  円 

             

  世帯数                 ２００     世帯 

     

 ☑ (３) 掲示板設置等助成金     ４０,０００   円 

 

□ (４) 設立準備会助成金               円 

    

□ (５) 連合会助成金                円 

 

 

 

 

 

 

 

11.記入例 

２．連絡事務助成金について 
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（２）対象事業明細書（様式第 3号） 

 

 

記入例 

 

様式第３号（第９条関係） 

 

コミュニティ活動活性化助成金事業助成金対象事業明細書 

 

事業助成金申請額合計     ５５,０００   円 

   

事業 

番号 
事 業 名 実施予定日 支出予定額(円) 申請額(円) 

１． 

 

○○バスハイク 

 

 ９ 月 １ 日 166,000 円 30,000 円 

２． 

 

町内一斉清掃 

 

12 月 20 日 

３ 月 20 日 
25,000 円 25,000 円 

３．  

 

 

     月   日   

４． 

 

 

 

    月   日 

  

５． 

 

 

 

     月   日 

  

合  計 
 

191,000 円 55,000 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業助成金の合計を 

記入してください。 

事業の支出予定額には、  

助成対象額のみを記入してください。  

※助成対象外額は含まないでください。 

実施予定日が複数ある場合は、 

全て記入するか、期間を記入してください。 
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作成例事業番号１ 

○○バスハイク事業計画 

１．目的 

幅広い世代が興味を持つ○○料理館、○○スポーツセンターへの訪問を通して、町会内の

世代間の親睦を図る。 

 

２．日時 

令和△△年９月１日（○）、午前９時から午後５時まで 

 

３．場所 

狛江 → ○○料理館 → ○○食堂(昼食) → ○○スポーツセンター → 狛江 

 

４．参加予定人数 

20人 

 

５．内容 

○○料理館にて、参加者で収穫した野菜を調理し、昼食を作成する。 

○○スポーツセンターにてスポレクを行う。 

 

○○バスハイク収支予算書 

＜収入の部＞  

項 目 金 額 内 訳 

コミュニティ助成金 30,000 円  

町会費 120,000 円  

参加費 40,000 円 2,000 円×20人 

合 計 190,000 円  

＜支出の部＞ 

項 目 金 額 内 訳 

消耗品費 10,000 円 紙代,写真現像代 

印刷費 10,000 円 ポスター,チラシ,パンフレット 

バス代 100,000 円 ○○バス 

食料費 24,000 円 お茶代,菓子代,昼食代（助成対象外） 

プログラム体験費 20,000 円 1,000 円×20人 

事業保険料 6,000 円 行事保険 

会場入場料 10,000 円 500 円×20人 

予備費 10,000 円 雑費  

合 計 190,000 円 助成対象額 166,000 円 

 

（３）事業計画書・収支予算書（任意様式） 
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作成例事業番号２ 

町内一斉清掃事業計画 

 

１．目的 

自分たちの町会を清掃することにより町内の美化を図り、美化意識を向上する。また、町会会員

で清掃を行うことにより親睦を図る。 

 

２．日時 

令和△△年１２月２０日（○）、午前１０時から正午まで 

令和△△年 ３月２０日（○）、午前１０時から正午まで 

 

３．場所 

○○町会内 

 

４．参加予定人数 

各回５０人 

 

５．内容 

○○町会全体を町会会員で清掃する。 

 

町内一斉清掃収支予算書 

         

＜収入の部＞ 

項 目 金 額 内 訳 

コミュニティ助成金 25,000 円  

合 計 25,000 円  

 

＜支出の部＞ 

項 目 金 額 内 訳 

消耗品費 10,000 円 ゴミ袋代、手袋代 

印刷費 5,000 円 紙代、ポスター、チラシ印刷費 

報償費 5,000 円 参加者配布お茶代 

予備費 5,000 円 雑費 

合 計 25,000 円  

 予備費の内訳には雑費と 

記入してください。 
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（４-１）課題解決事業助成金 対象事業計画書（様式第４号） ※デジタル活用に関する事業 Ver． 

 

作成例 

 

様式第４号（第９条関係） 

 

コミュニティ活動活性化助成金 課題解決事業助成金 対象事業計画書 

 

１．事業名 

  〇〇〇〇〇 

 

 

２．事業区分 

□ 加入促進や担い手確保に資する事業 

☑ デジタル活用に関する事業 

 

３．事業概要 

 ・町会の Google サイトを利用した公式ホームページを立ち上げ、広く町会活動

を周知することで「町会活動の見える化」を図り、加入促進に努めます。 

・LINE 公式アカウントを活用した町会情報発信を開始します。 

・スマートフォンの使い方講座を開講し、高齢世代の町会員のデジタルデバイド

解消に努めます。 

 

４．事業目標 

  町会の情報発信力を強化し、町会活動の透明性を向上させて加入促進を図ります。

具体的には、Google サイトを利用した公式ホームページを立ち上げ、町会活動の

見える化を図ります。また、LINE 公式アカウントを用いて町会情報を迅速に発信

し、住民への情報提供を強化します。さらに、スマートフォン操作教室を実施し、

高齢世代がデジタルデバイドを解消できるようサポートします。このサポートには、

町会内の若い世代の協力を得ます。これにより、すべての住民が町会活動に参画し

やすい環境を整え、若い世代も町会活動に巻き込むことを目指します。 

 

５．事業スケジュール 

  ①. 準備段階（３ヶ月）６～８月 

ホームページ設定申込準備とLINE公式アカウント開設、スマホ教室の準備。 

 

② 実施段階（３ヶ月）９月～11月 

ホームページ公開、スマートフォン操作教室開催、LINE での情報発信。 

 

③ フォローアップ（２ヶ月）12月～１月 

フィードバック収集と分析、次回の改善策検討。引き続き、ホームページ  

及び LINE を活用した情報発信を行います。 

 

事業内容の詳細が分かる

ように記入してください 
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（４-２）課題解決事業助成金対象事業 収支予算書（任意様式） ※デジタル活用に関する事業 Ver 

 

 

記入例 

収支予算書 

＜収入の部＞  

項 目 金 額 内 訳 

コミュニティ助成金 75,000 円  

町会費 76,900 円  

   

合 計 151,900 円  

＜支出の部＞ 

項 目 金 額 内 訳 

コミュ二ケーション

アプリ利用料 

５0,000 円 公式アカウント利用料 

 月 5,000円×10ヶ月分 

スマートフォン使い

方教室会場使用料 

９00円 300 円×３回 

ホームページ設定委

託 

30,000 円  

ホームページ維持管

理委託費 

66,000 円 月額 6,000円×10ヶ月 

印刷費 5,000 円 スマホ講座周知用チラシ（※助成対象外） 

   

   

合 計 151,900 円 助成対象額  146,900円 
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（５）請求書（様式第６号） 

 

 

様式第６号（第 11条関係） 

 

 

      狛江市長 宛て 

 

                           所在地 狛江市〇〇〇 △丁目△番△号 

                        請求者 団体名 〇〇〇〇町会 

                           代表者 会長 〇〇 〇〇 

 

 

コミュニティ活動活性化助成金請求書 

 

 

請 求 額            円 

 

                       令和８年度狛江市コミュニティ活動活性化助成金として、狛江 

市コミュニティ活動活性化助成金交付要綱第 11条の規定により、 

上記金額を請求します。 

   

                       年     月    日 

 

 

  

 

 口 座 振 替 依 頼 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

振込先       銀  行       支店 

     ○○   信用金庫   ○○  支店 

金融機関     マインズ農協      支店 

口座 

の 

種別 

○○ 

フリガナ 

   ○○○○ ○○○○ 
口座 

番号 
△△△△△△△ 

口座名義 ○○ ○○ 

連絡先 狛江市○○△丁目△番△号 ○○○○（電話）０３－○○○○－○○○○ 
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（６）代表者変更届（様式第８号） 

 

 

様式第８号（第 13条関係） 

 

 令和△△年△月△日  

 

 

狛江市長 宛て 

 

 

           団体名   ○○○○町会     

 

 

コミュニティ活動活性化助成金代表者変更届  

 

 

標記の件について、代表者が変更になりましたので、狛江市コミュニティ活動活性化助 

成金交付要綱第 13条の規定により、次のとおり報告いたします。 

                

 

   変更内容 

 

変更前：役職： 会長       

 

        氏名： 狛江 太郎            

 

所在地：狛江市和泉本町○－○－○     

 

 

変更後：役職： 会長       

 

      氏名： 狛江 花子            

 

所在地：狛江市和泉本町○－○－○     
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（７）実績報告書（様式第９号） 

 

様式第９号（第 14条関係） 

  令和△△年 △ 月 △ 日  

狛江市長 あて 

所在地 狛江市○○○ △丁目△番△号 

申請者  団体名 ○○○○町会 

代表者 会長 ○○ ○○         

 

コミュニティ活動活性化助成金実績報告書 

 

     令和△△年度狛江市コミュニティ活動活性化助成金交付事業が完了したので、狛江市コミュニ 

ティ活動活性化助成金交付要綱第 14条第１項・第２項・第３項の規定により、次のとおり報告します。 

記 

□ （１）連絡事務助成金、設立準備会助成金又は連合会助成金 

助 成 金 の 種 類 事業完了年月日 助成対象経費(円) 交付額(円) 返還額(円) 

連絡事務助成金 令和△△年３月 20日 7,500 5,000  

＊添付書類：収支決算書、助成対象経費の領収書及び明細書 

 

□ （２）事業助成金 

事業 

番号 
対 象 事 業 名 

事業完了 

年 月 日 

総事業費 

（円） 

助成対象 

事業費(円) 
交付額(円) 返還額(円) 

１． ○○バスハイク 
令和△△年 

  ９月５日 
197,500 167,500 30,000  

２． 町内一斉清掃 
令和△△年 

  ３月 20日 
21,000 21,000 25,000 4,000 

３．       年 

   月   日 

  
  

４．  
     年 

   月   日 
    

５．  
     年 

   月   日 
    

合  計 
 218,500 188,500 55,000 4,000 

＊添付資料：申請事業毎の事業報告書、収支決算書、領収書及び明細書 

 

□ （３）掲示板設置等助成金 

事業完了年月日 助成対象経費(円) 交付額(円) 返還額(円) 

令和△△年３月 20日 77,000 38,000 2,000 

＊添付書類：掲示板の設置等の施工写真、領収書及び明細書 

 

最後の事業が完了した日から

１ヵ月以内に提出。 

年度を書き忘れがちです。

必ずご記入ください。 

事業完了年月日は、 

事業後の清算などが全て

終わった日になります。 

総事業費は、 

事業を行う為に

かかった総額 

助成対象事業費は、 

総事業費から助成対象外の

経費を引いた金額 

対象事業名は、 

申請した事業名を

ご記入ください。 

助成金交付額は、

交付決定時交付 

された金額 

助成金返還額は、助成金

交付額から助成対象 

事業費を引いた金額 

助成対象経費の2分の1以内の額 

（1、000 円未満の端数は切捨て 
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（８）連絡事務助成金収支決算書（任意様式） 

 

作成例 

連絡事務費収支決算書 

        

＜収入の部＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜支出の部＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 金 額 内 訳 

コミュニティ助成金 5,000 円  

町会費 2,500 円  

合 計 7,500 円  

領収書番号 項 目 金 額 内 訳 

1 消耗品費 4,000 円 紙代、筆記用具代 

2 印刷費 3,500 円 コピー代 

 合 計 7,500 円  
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 （９）事業報告書・収支決算書（任意様式） 

 

作成例事業番号：1 

事業名：○○バスハイク事業報告 

１．事業報告 

     あいにくの雨天でしたが、参加者も予定人数を越え大変盛り上がり、世代間の親睦が図られまし

た。しかし雨天の場合の計画や対策が作成されていなかったため、今後の課題となりました。 

 

２．開催日 

  令和△△年９月１日（○）午前９時から午後５時まで 

 

３．場所 

狛江→○○料理館→○○食堂（昼食）→○○スポーツセンター→狛江 

 

４．参加人数 

25人 

収支決算書 

＜収入の部＞ 

 

 

 

 

 

 

＜支出の部＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 金 額 内 訳 

コミュニティ助成金 30,000 円  

町会費 117,500 円  

参加費 50,000 円 2,000 円×25人 

合 計 197,500 円  

領収書番号 項 目 金 額 内 訳 

1 消耗品費 10,000 円 紙代,写真現像代 

2 印刷代 10,000 円 ポスター,チラシ,パンフレット 

3 バス代 100,000 円 ○○バス 

4 食料費 30,000 円 お茶代,昼食代（助成対象外） 

5 プログラム体験費 25,000 円 1,000 円×25人 

6 事業保険料 10,000 円 行事保険 

7 会場入場料 12,500 円 500 円×25人 

8 予備費 0 円  

 合 計 197,500 円 助成対象額 167,500円 

    

領収書と決算書には同一の番号を振ってください。 

バスハイクで行われるプログラム体験等で

飲食を伴わないものは、内容により助成対

象経費となる場合もあります。まずはご相

談ください。 

助成対象外がある場合は、合計に助成

対象額を記入してください。 
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作成例事業番号：２ 

事業名：町内一斉清掃事業報告 

１．事業報告 

     12月の一斉清掃では雨天のため実施日を1週間ずらしたため、参加者が大幅に減ってしまいま

した。3月の一斉清掃では天候に恵まれ、多くの会員が参加しました。どちらの清掃も、町内がき

れいになり、また清掃をしながらごみや環境に関する会話も弾み美化意識が高まりました。 

 

２．日時 

令和△△年12月８日（金）、午前10時から正午まで 

令和△△年 ３月１日（火）、午前10時から正午まで 

 

３．場所 

○○町会区域内 

 

４．参加人数 

令和△△年12月８日（金）30人 

令和△△年 ３月１日（火）75人 

収支決算書 

＜収入の部＞ 

 

 

 

 

 

 

＜支出の部＞ 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 金 額 内 訳 

コミュニティ助成金 21,000 円  

合 計 21,000 円  

領収書番号 項 目 金 額 内 訳 

1 消耗品費 10,750 円 ゴミ袋代、手袋代 

2 印刷費 5,000 円 紙代、ポスター、チラシ印刷費 

3 お茶代 5,250 円 参加者配布お茶代 

 合 計 21,000 円  
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（10-１）課題解決事業助成金 対象事業報告書（様式第 10 号） ※加入促進や担い手確保に資する事業 ver. 

 

作成例様式第 10号（第 14条関係） 

 

コミュニティ活動活性化助成金 課題解決事業助成金 対象事業報告書 

 

１．事業名 

  「〇〇〇〇」 

 

２．事業区分 

☑ 加入促進や担い手確保に資する事業 

□ デジタル活用に関する事業 

 

３．実施事業の概要 

  本事業は、町会の加入促進と若手担い手の確保を目的として、他の地域コミュニ

ティ団体「〇〇〇会」と連携し協働でイベントを実施しました。町会活動紹介ブー

ス展示により、町会の魅力を伝えました。ブースでは、新規加入の申込を行うとと

もに、町会イベントの際に運営の手伝いをする「運営サポーター制度」のサポータ

ー登録申込の受付も実施しました。 

 

４．事業の成果 

今回の事業においては、町会の新規加入 10世帯という目標に対して、8世帯の

加入がありました。また、新規に登録に至った運営サポーターは 10 名の目標に対

して、9 名の登録がありました。 

他の地域コミュニティ団体と連携したイベント実施によって、町会の活動を地域

住民に広く認知させることができました。イベントの中で特に若年層に対するアプ

ローチが功を奏し、多くの若手参加者から好意的なフィードバックを得ることがで

きました。 

 

５．事業スケジュール 

７月～10 月： 

- 他の地域コミュニティ団体との連携計画を策定し、広報活動を行いました。 

- 最初のイベントの内容と運営計画を決定しました。 

 

11 月 

- 「〇〇〇会」と連携したイベントを開催し、町会 PR活動を実施しました。新規加

入ブースやサポーター登録ブースも設置しました。 

 

12 月～2 月： 

- 事業の振り返りを行い、報告書を作成しました。 

- 次年度の計画を立案し、準備を進めました。

事業内容の詳細が分かる

ように記入してください 
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（10-２）課題解決事業助成金対象事業 収支決算書（任意様式） ※加入促進や担い手確保に資する事業 ver. 

 

作成例 

 

収支決算書 

＜収入の部＞  

項 目 金 額 内 訳 

コミュニティ助成金 75,000 円  

町会費 15,000 円  

   

合 計 90,000 円  

＜支出の部＞ 

項 目 金 額 内 訳 

報償費 10,000 円 出演団体謝礼 

役務費 10,000 円 保険料、振込手数料 

需用費 10,000 円 消耗品、材料費、印刷経費 

使用料及び賃借料 20,000 円 機材レンタル代、会場使用料 

参加者への記念品  30,000 円 単価 300円×100セット 

飲食費 10,000 円 ※助成対象外 

   

   

   

合 計 90,000 円 助成対象額  80,000 円 
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領収書貼付用紙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①領収書を貼付してください。（レシート不可） 

②収支決算書と同じ領収書番号を記入してください。 

③宛て名（町会・自治会名）があるか確認してください。 

④但し書きが具体的に記載されているか確認してください。（お品代は不可） 

⑤明細書があるものは貼付してください。 

⑥購入日が交付決定日後の事業期間内となっているか確認してください。 

⑦領収書を貼付する際、重ねたり、折ったりしないでください。（複写するため） 

注意 

事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

領収書が重ならないように貼付してください。 

用紙が足りない場合は、別紙（Ａ４）に貼ってください。 

領収書には決算書と同一の番号を振っ

てください。 

 

事業番号 

領収書番号 
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＜ポイントカード等利用の場合＞ 

 

 

作成例 

領収書貼付用紙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①領収書を貼付してください。（レシート不可） 

②収支決算書と同じ領収書番号を記入してください。 

③宛て名（町会・自治会名）があるか確認してください。 

④但し書きが具体的に記載されているか確認してください。（お品代は不可） 

⑤明細書があるものは貼付してください。 

⑥購入日が交付決定日後の事業期間内となっているか確認してください。 

注意 

事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

領収書 

                   令和○年○月○日 

○○町会 様 

50,000 円 

但し 広報印刷代として（50円×1,000 部） 

 

㈱○○サービス  

住所 狛江市○○  

 電話 03-××××-×××× 

㈱○○サービス 

レシート 

印刷代 1,000 部 

    単価 50円 

合計 50,000 円（税込み） 

 

クレジットカード 50,000 円 

 

～～～～ポイント情報～～～～ 

会員番号        ○○ 

今回ポイント     250P 

累計ポイント     1,000P 

今回ついたポイントが明記されて

いる書類を添付してください。 

事業番号 

領収書番号 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年度より、「課題解決事業助成金」のメニューが追加されたことに伴い、 

様式の付番及び形式が変更となっていますので、ご注意ください。 

 

 

 

 

 

 

市ホームページより申請書等がダウンロードできます（※令和８年４月以降） 

ＵＲＬ http://www.city.komae.tokyo.jp/ 

ホーム＞暮らしのガイド＞住まい＞狛江市コミュニティ活動活性化助成金 


